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はじめに

本稿は，近年の大学経営の環境変化を踏まえて，
大学職員の評価の必要性を職員の観点より考察する
ものである。標記のテーマを検討する理由は，近年
の大学を取巻く内外の環境変化を背景として，大学
の人事制度改革を検討する必要性が高まったからで
ある。環境変化とは，外的要因として，高等教育政

策の規制緩和による市場飽和，大学機能に対する国
家レベルと地域社会レベルの期待，国立大学の法人
化などが挙げられる。内的要因として，ガバナンス
と教学の重視，機能向上のための大学改革の必要性
などが挙げられる。
研究対象を私立大学の職員に限定する理由は，学

校特有の環境や課題が設置別に相違があるためだ。
なお，分析対象は非正規職員を含めない。近年の非
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正規職員の役割を考慮すると，加える必要性は高い
と考える。しかし，統計調査で実態数が明確でない
こと，筆者の知る限り，大学の非正規職員に主眼を
置いた参考資料がないため対象外とした。
近年の教育基本法や学校教育法の改正では，教員
の資質向上が重視されている。中央教育審議会の答
申でも人的資源の活性化が盛り込まれた。教員の資
質向上は FD（Faculty Development），教員評価
は研究実績や教育業績など多角的な評価方法が確立
されている。
一方，大学職員の資質向上や人事制度改革は，
どのような状況なのか。資質向上は，SD（Staff 
Development）が多くの大学で導入が図られてい
る。一部の私立大学では，職員の等級制度（職能資
格等級や職務等級等），処遇制度（昇格，昇給），評
価制度を導入している。私立大学の職員評価は，後
述する 2005 年のNRI（野村総合研究所，以下NRI
と呼ぶ）の調査結果などをみる限り，広く浸透して
いない。その理由として，①この分野の必要性に関
する検証が十分なされていなかった。そのため，導
入効果や活用目的が明確でない。②現段階におい
て，職員評価の適正な評価手段や方法が認知されて
いない。などの事情が考えられる。②に関して，大
学職員の採用，育成，考課は，各大学独自の制度の
ため，汎用性に乏しいと思われる。教員の場合，採
用（転職）は，比較的流動性が高いため，ある程度
の教員評価手段を構築する方が都合の良いことが考
えられる。
筆者は，職員評価の手段が適正であり，業務の活
性化を目指すものならば，基本的に導入の必要性を
感じる。しかし，単に人件費抑制の手段に利用され
たり，経営者の恣意的な目的に流用されるなど，結
果的に労働者に不利益になるならば，賛成できない
考えを持つ。従って，職員評価の実態や目的を正確

に把握し，その必要性を検討することは，高等教育
研究にとって有意義と考える。特に，大学を取巻く
経営環境が厳しくなる今日，職員の果たす役割や能
力向上が期待されており，その側面に有効活用する
ことが望まれる。

Ⅰ 私立大学を巡る経営環境と職員評価の
必要性

1. 私立大学を取巻く経営環境

私立大学の経営環境をみてみよう。帰属収支差額
比率が 0%以下（実質的な赤字）の割合は，2001
年度は大学法人 23.9%，短大法人 45.0% であった
が，2005 年度は大学法人 27.4%（3.5 ポイント増），
短大法人 34.7%（10.3 ポイント減）になった（注1）。
また，2007 年度の入学定員充足率が 100%未満の
学校数割合は，私立大学 39.5%，私立短大 61.6%
である（注2）。
少子化と高等教育の規制緩和が大学間競争を激化

させ，大学の財政事情を悪化させている。近年では，
合併や学校間連携等の私学再編や共生に向けた動向
が目立ってきた。さらに，2001 年度以降，大学法
人や短大法人の倒産事件が発生し，淘汰現象が顕在
化してきた。
私立大学の場合，統計調査により，大都市にある

大規模校に志願者が集中する特徴が明らかにされ
た。いわゆる勝ち組みと負け組みの格差が大きく
なっている。このような私立大学の環境変化を受
け，各学校は，大学内部の改革に本格的に取り組み
始めたのである。

2. 私立大学職員の概況
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表 1．私立大学及び私立短大の学校数，職員数の推移（注 3）

表 1 は，学校数及び教職員数の推移を示すもの
である。①私立大学の増加を受けて，③は増加して
いる。一方，②私立短大は，学校数の減少を受け，
④も減少している。①と②間のマーケットには，改
組転換や学生募集の停止などによる構造変化が発生
している。①と②の小計は，2005 年度以降，減少
傾向にあるが，③と④の合計は増加している。
高等教育市場の構造変化の影響により，大学及び
短大の職員数も変化している。
なお，非正規職員の公式な調査は実施されていな
い。文部科学省の調査（表 1）では，派遣職員やア
ルバイトを含まない。日本私立学校振興・共済事業
団の実態調査では，非正規職員を含むが，正規職員
との区分はされていない。大学職員の法的な位置付
けをみると，学校教育法 58条 2項は，｢大学には，
副学長，講師，技術職員その他の必要な職員を置く
ことができる｣ とし，大学設置基準 41 条は，｢大
学は，その事務を処理するため，専任の職員を置く
適当な事務組織を設ける｣とある。教育法において，
非正規職員に関する特段の定めはない。しかし，大
学行政管理学会 ｢大学人事｣ 研究グループが実施し
た調査によると，｢今まで職員が担当していた業務
の一部又は全てを外部委託していますか｣ との質問
に対し，｢はい｣ と回答した大学は，1999 年度は
62.9% であったが，2004 年度は 90.0% に増加し
ている（注4）。私立大学の事務部門において，非正規
職員は重要な役割を担っているといえる。

3. 大学職員の役割と職員評価の必要性

まず，大学職員に求められる資質と能力について
考えたい。1998 年の大学審議会の答申「21世紀の
大学像と今後の改革方策について」は，「事務職員
は，教育研究の支援をして，その充実・高度化を図
る上で不可欠の存在である」と述べている。2005
年の中央教育審議会の答申 ｢我が国の高等教育の将
来像｣ では，｢高等教育の質の保証を考える上では，
教員個々人の教育・研究能力の向上や事務職員・技
術職員等を含めた管理運営や教育・研究支援の充実
を図ることも極めて重要である（注5）｣ と指摘してい
る。求められる職員の資質は，専門知識と共に，①
大学の教育・研究の本質と共同体を理解する，②法
人と大学を一体的に運営しようとする柔軟性，コン
フリクトを避ける総合的判断力，③豊かな創造力と
企画力，政策提案能力などである（注6）。小日向は，
｢大学職員には，授業準備や学術情報の提供，国際
化・情報化に対応した高い専門性が求められる職務
が増加してきた｣ と述べている（注7）。
以上は，職員に望まれる役割や在り方，資質向上
の必要性について述べられている。
社会が大学に期待する機能の多様性及び前述の大
学を取巻く厳しい経営環境を受け，大学スタッフの
役割が見直され，能力の向上が求められるように
なったことは，自然な動向である。例えば，教育組
織，カリキュラム改革，学部の改組転換など組織の
構造的な改革に職員が関わる割合が高くなり，業務
上の政策的判断やマネジメント能力の資質が備わっ
ていることが期待され始めた。その中で，大学職員
の多様性や専門性を内包する個人の能力が強く問わ
れ始めたのである。大学を動かしているのは，経営
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者や教員だけでない。職員の果たす業務上の力量や
技能が重要になる。そうすると，人事制度改革の一
環として，職員の能力・業績を適正に評価し，業務
を改善する政策を検討する必要性が生じる。大学職
員の在り方が見直され，業務遂行能力が今日の大学
運営において重要視されている。
しかし，大学を取巻く内外の環境変化の下，職員
個人の目標志向性の低さや不公平感，管理マネジメ
ントの弱体が大学運営の機能低下を誘発させる危険
性がある。このような状況においては，大学の職員
評価が必要になる。大学職員の能力及びモチベー
ションの向上，組織の活性化を図るためには，適正
な手段による職員評価の活用が有効と考える（その
効果については，Ⅲの 1. で述べる）。業務が複雑化
し，職員に SDや専門職化が求められる現在，その
期待や責任は大きくなる傾向にあり，職員評価のあ
り方を再検討せねばならない。特に，非正規職員の
割合が増加する大学業界では，少数精鋭型の人員構
成にならざるを得ず，機動性，効率性に富んだ事務
構築が求められる。また，目標管理制度については，
大学の目標達成に果たす構成員としての自覚をさせ
ることが期待できよう。

Ⅱ 職員評価の実施状況と導入目的

1. 職員評価の実施状況（私立大学に対するアンケー
ト調査）

（1）大学行政管理学会 ｢大学人事｣ 研究グループ
のアンケート調査（2004年）（注 8）

2004 年に大学行政管理学会の ｢大学人事｣ 研究
グループ（以下，人事グループと呼ぶ）は，238 校
の大学に対し，人事制度に関する調査を行った（回
答校 80 校 : 回収率 33.6%）。同調査は，同学会の
有志で構成される人事グループが ｢大学職員人事の
課題と展望を読取ること｣ を目的として実施したも
のである。調査は，調査対象校の人事担当者に対し
て行われた。その結果は，次の通りである。① ｢今

後の賃金制度はどのようにあるべきか｣ の質問に対
し，｢年功と能力を半々にする｣ は 35 校（43.8%），
｢年功に能力を少し加える｣ は 20 校（25.0%），｢
ほぼ能力給にする｣ は 13 校（16.3%）であった。
② ｢賃金制度の（能力主義的な）改革を検討もしく
は実施したか｣ の質問に対し，｢改革を実施した｣
は 9校（11.3%），｢改革を検討中｣は 56校（70.0%），
｢改革は行わない｣ は 14 校（17.5%）であった。
③ ｢②で ｢改革を実施した｣ ｢改革を検討中｣ と回
答した中で該当するもの｣ の質問に対し，｢新たに
評価制度を導入し，賃金査定を検討している｣ は
25 校（38.5%），｢新たな能力主義的制度の導入に
ついて検討中｣ は 12 校（18.5%），｢新たな能力主
義的制度を導入した｣ は 7校（10.8%），｢既定の評
価による賃金査定部分を大きくすべく検討中｣ は 7
校（10.8%）であった。④ ｢人材が育たない側面が
あるとすると，｢阻害要件｣ は何ですか｣ の質問に
対し，｢適正な評価・処遇制度が整備されていない
｣ は 17 校（24.3%），｢職員に業務改善意欲・危機
感・競争意識がない｣ は 16 校（22.9%）であった。
人事グループは，｢大学の人事制度改革では，評価
と処遇との連動が難しい。大学では賃金を中心とし
た制度改革の阻害要件の克服までには至っていない
｣ と結んだ。

（2） NRI のアンケート調査（2005年）（注 9）

NRIは，2005年9月～10月に私立大学（550校）
に対し，職員評価のアンケート調査を実施した（回
答校 101 校 : 回収率 18.4%）。同調査は，調査機関
である同研究所が ｢大学職員の人事評価の現状につ
いて把握し，今後，どのような人事制度改革が起こ
るか考察すること｣ を目的として実施したものであ
る。調査は，調査対象校の実務担当者に対して行わ
れた。その結果は，次の通りである。総体的に導入
割合は低い。NRI は，｢評価制度によって目標を管
理し，その達成度合や能力を測ることが必要｣とし，
今後の展望として ｢給与，資格，評価が三位一体と
なって人事改革制度を進めるべき｣と総括している。
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図 1． 評価制度の導入状況（私立大学，N=101）

図 1の通り，評価制度を導入済みの大学は，2.0%
～ 28.7% の値である。この数値に，導入を検討し
ている割合を加算すると，11.9% ～ 48.5% の値と

なり，過半数を超える項目は無い。一方，当面，導
入を予定していない大学は，42.6% ～ 79.2% の値
であった。

図２．評価制度の導入目的

図 2の①は，導入済みの数値（89.9%），②は，
導入予定の数値（84.1%）が高い。NRI は，①は，
｢適切な処遇により職員のモチベーション向上を
図った｣ とし，②は，｢目標管理制度と深く関わる

｣と分析している。④は，｢人事制度改革は人件費カッ
トのためとイメージされやすいが，それが本来の目
的ではないことを示している｣ としている。
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図３．評価制度の活用方法

次に，図３の通り，評価を導入済みの学校の約 7
割は，結果を賞与や昇級，昇格に反映させている。
昇給にも約 4割を反映させている。｢特に何も活用
していない｣ の回答は，双方共 4%超あった。NRI
は，｢人材育成に活用する例が4割強に留まるのは，
今後の課題である｣ としている。
以上の調査結果をみると，評価制度の目的である
｢人件費管理を容易にする｣ の割合は低いが，活用
方法は人件費管理に関わる項目の割合が高くなって
いる。

（3）SANNO（産業能率大学総合研究所）のアンケー
ト調査（2006年）（注 10）

SANNOは，2006 年 7月～ 8月に私立大学（511
校）に対し，職員の人材育成に関するアンケート調
査を実施した（回答 154 校 : 回収率 30.1%）。同調
査は，調査機関である同研究所が ｢人事考課制度，
目標による管理制度を導入・実施している学校法人
の実態から問題点を探り，今後の課題を抽出するこ
と｣ を目的として実施したものである。調査は，調
査対象校の人事，総務等の事務担当者に対して行
われた。その結果は，次の通りである。人事考課
制度の導入校は，63 校（40.9%），検討中が 30 校
（19.5%），非導入校が 60校（39.0%）であった。
SANNOは，「教職員が自校の使命や理念を共有し，
一つのベクトルの下に戦力化することへの期待が反
映された」と分析している。人事考課制度の導入目
的は，「①職員の能力開発・育成」が 48校（76.2%），

「②処遇に反映させ，処遇における公平を図る」が
44 校（69.8%）であった。SANNOは，①は「組
織と個人の成長の両輪を目指すことにより，組織体
質の強化を目的とする法人が多い結果」と分析し，
②は「職員の意欲向上，組織と個人の成果向上をね
らいとしている」と述べている。人事考課の反映は，
昇格が 33校（52.4%），賞与査定が 31校（49.2%），
昇給査定が 19 校（30.2%），職員の育成が 19 校
（30.2%）であった。
SANNOは，「今後，人事考課制度において，重
視していく項目としては，仕事への取り組む姿勢・
態度から成果を創出できる行動が求められている」
と述べている。

2. 職能資格制度の導入事例

関西学院では，「人材育成を念頭に置いて適材適
所に人材を配置することにより職務意欲や業務効率
の向上を図ること，評価制度の導入で公正な人事
処遇を行う基礎資料を得ること」を目的として，
1980 年代に自己申告制度，目標管理制度，人事考
課制度を軸とした職能資格制度を段階的に導入した
（注11）。その目的は，｢公正な人事処遇を行う基礎資
料を得，併せて今後予想される厳しい財政状況の長
期展望から職員の少数精鋭主義体制を志向すること
｣ である。導入前は，年功序列制であったが，大学
改革が求められる中で，職員の資質向上や動機付け
が必要になったことが背景にある。同学院は，｢人
件費を人事制度で削減できるかどうかを考えたこと
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はない｣ とし，「1980 年代当初より導入してきた
ということもあり，制度は定着している」という。
当面の課題は，「管理職の管理能力の向上というこ
とで目標管理を徹底すること，人事考課の透明性の
方法，評価方法の多面化」を挙げている。
芝浦工業大学では，1991 年度より職能資格制度

を導入した（注12）。その内容は，①職能資格制度（期
待する職能要件を定める），②目標管理制度（職務
遂行能力の向上のための目標），③教育研修制度（設
定した個人目標の達成），④ローテーション制度（個
人能力の拡大），⑤人事考課制度等のサイクルを繰
り返し，人材開発を計画的に進めるものである。導
入前は，年功的人事制度であったが，悪平等を回避
し，自己啓発・自己改革の努力を誘引するための施
策として，人事・給与制度の導入が図られたことが
背景にある。導入のメリットとして，「給与面では，
能力に応じた適正な配分が可能になったこと」「仕
事に対する意欲の醸成が図れ，確実に個人開発につ
ながった」としている。課題として，システムの根
幹である目標管理が形骸化しており，納得性のない
考課となる危惧があるという。この点は，｢運用の
改善が必要｣ としている。また，職能給の運用方法
について，｢同一等級内の昇給は自動昇給であるた
め，年功要素を完全に排除したことにならない｣ と
し，｢考課結果を毎年の昇給に直接関連させる，イ
ンセンティブの強い昇給方法に変更したい｣ と述べ
ている。
慶応義塾では，2000 年の人事改革以前まで，業
務内容が飛躍的に増大する一方，旧来の職員風土や
業務のやり方との軋轢が生じていた（注13）。さらに，
組織の縦割りと仕事の細分化が慶應義塾の目的・使
命とつながり役立っているのか，という視点を持ち
にくくしていた。その結果，組織活性化の低下，考
える力の弱体化等，人材が育ちにくい仕事環境に
陥っていた。このため，1997 年より人事制度の再
構築の具体策を練るため，検討会を立ち上げた。
人事制度改革後の評価については，部長・課長の
業績評定を実施し，職能評定は，インセンティブを
与えるため，年功序列から成果重視の評定内容に改
善された。その結果，部課長級職員の職能給（能力
給）の幅を拡大させ，業績評定項目に成果評定要素
を高め，業績評定金額の幅を拡大させた。また，目

標管理制度を導入し，業務改善や自己啓発目標を課
せると共に部門内に公開することで，業務遂行上，
良い効果をもたらしつつあるという。
以上のように，慶応義塾の人事制度改革前と比較
すると，｢評価・チェックが十分に行われていない
｣ としながらも，目標管理制度の導入が業務改善へ
の効果を認めている。また，｢安定した財政基盤構
築のための人件費の一部変動費化は進めざるを得な
い｣ としている。

3. 職員評価の導入目的

職員評価に関するアンケート調査と導入事例をみ
てきたが，導入校は，どのような目的を持って導入
したのか。人事グループの調査では，｢人事考課制
度を何に利用していますか｣ の質問に対し，｢昇格
｣（60.2%），｢育成｣（40.0%），｢配置｣（38.0%）
などが挙げられている（注14）。NRIの調査（図2）では，
｢成果に応じた適正な処遇を行うため｣（89.9%），
｢日常業務に対して明確な目的意識を持たせるため
｣（69.6%）が比較的高い割合であった。SANNO
の調査では，人事考課制度の導入目的は，「職員の
能力開発・育成」（76.2%），「処遇に反映させ，処
遇における公平を図る」（69.8%）であった。以上
のように，職員の育成や処遇面での適正化，業務に
対する動機付けを図ることを主な目的としている。
次に，導入事例では，芝浦工業大学が掲げた ｢職
務遂行能力の向上のための目標，設定した個人目標
の達成，個人能力の拡大｣ に代表されるような目標
を持つ大学が多かった一方，慶應義塾のように人件
費支出抑制の方策として捉える大学もある。導入事
例においても，人事考課制度を，職員の育成や能力
開発など積極的な目的に重点を置く学園が多い。

4. 企業における成果主義制度の導入の課題

大学における職員評価の調査や導入事例を紹介し
たが，企業の成果主義の状況をみよう。
2004 年に日本能率協会が 1,325 社を対象に実施
した調査結果によると，「成果主義を導入している
企業は全体の 83.3% で導入の効果は 3～ 4年で表
れる」としながら，「人事部・部門トップは，成果
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主義導入の効果を認めているが，従業員の認識は低
い。従業員に成果主義導入の目的は理解されていな
い（従業員（n=3,547）が「成果主義の導入がビジ
ネスの競争力や業務効率などに役立っている」と回
答したのは，24.1%）」と分析している（注15）。
人材マネジメントに関する研究会では，成果主義
について ｢働く人のモチベーションをより一層向上
させる意図があった｣ とし，その効果を ｢賃金とポ
ストが連動する成果主義は経営を圧迫する人件費
の抑制につながり，適正な資源配分については一
定の効果を上げた｣ と分析している（注16）。しかし，
1990 年代以降の成果主義のマイナスへの影響とし
て，｢モチベーションの低下，組織力の低下，人材
育成機能の低下｣ を挙げている。その要因は，「賃
金と短期的評価を強調したため，チームワークの軽
視・コミュニケーション不足，公平感の欠如，非正
規社員のモチベーションの低下」と分析している。
そして，これらの問題に対応するため，総合的な人
材マネジメントにおいて，育成の視点を持つこと，
組織力の強化，それを通じたモチベーションの向上
が軸となる｣ と述べている。

Ⅲ 職員評価実施の問題点

1. 職員評価実施の効果

Ⅱの①アンケート調査結果及び②職能資格制度の
導入事例などを基に，職員評価実施の効果をみてみ
る。①をみると，次の効果が認められている。
NRI の調査結果における活用方法（図 3）は，｢
昇給・昇格｣（72.5%），｢賞与｣（65.2%），｢人材育
成｣（44.9%）であり，｢能力に応じた適正な配分｣「人
材育成」など目的に応じて活用している。SANNO
の調査では，｢人事考課を何に反映しているか｣ の
質問に対し，｢昇格｣（52.4%），｢賞与査定｣（49.2%），
｢職員の育成｣（30.2%）などが挙げられている。
②は，職員評価の導入効果は，学校によって異な
るが，一定の効果が認められている。関西学院では，
職能資格制度を「人材育成を念頭に置いた適材適所
への人材配置により，職務意欲や業務効率の向上」
などを目的として導入した結果，制度の定着化がみ

られた。芝浦工業大学では，｢能力に応じた適正な
配分が可能になった｣ ｢仕事に対する意欲の醸成が
図れた｣ という。慶應義塾では，目標管理制度の導
入により，業務遂行上の効果がみられた。
次に，大学における職能資格制度のその他の導入

事例から，その効果を紹介しよう。
1998 年より日本福祉大学では，職能資格制度を

導入した（注17）。その効果として，「個々の職員が果
たすべき職務遂行能力を把握し，成長過程がイメー
ジできた」｢成長過程と業務達成度が給与に反映さ
れた｣ としている。2000 年より名城大学では，職
能資格制度を柱とした人事考課制度を導入した（注

18）。その活用として，｢人材育成・能力開発｣「人材
活用・適正配置」｢目標の共有化・役割分担の明確
化｣ ｢公正な処遇への反映｣ が挙げられている。
職能資格制度の事例を通じてみると，導入の目的
をある程度，達成していると思われる。

2. 職員の能力が発揮できない原因

Ⅱの検討結果を整理した上で，職員の能力が発揮
できない原因を考えてみよう。
職員評価の導入校では，その効果が確認できない
事例がある。NRI の調査は，｢職能資格制度の導入
効果は薄い｣ との結論に至っている。職員評価の非
導入校においても，職員の能力が発揮できない事例
がある。また，職員評価に対する慎重論も少なくな
い。
人事グループの調査では，「人材が育たない阻害
要件」として，｢適正な評価・処遇制度の未整備｣
｢職員の業務改善意欲・危機感・競争意識の欠如｣
を挙げた上で，人事制度改革の評価と処遇の連動の
困難性を指摘している。評価制度の活用に関して
は，｢人材育成｣ が導入済み校で 44.9%に止まる。
SANNOの調査では，「人事考課制度で問題となっ
ているもの」として，「管理者間の評価に対するバ
ラツキが大きい」（69.8%），「管理者の考課能力が
不十分」（50.8%），「被考課者の評価者に対する納
得性が低い」（23.4%）となっている。
アンケート調査では，評価の困難性や処遇との問
題，制度に対する納得が得られていない等の課題が
挙げられた。大学における職能資格制度の導入事例



高等教育ジャーナル─高等教育と生涯学習─ 17（2010）

-71-

をみても，一定の効果はみられたが，いくつかの課
題が残されている。この原因は，人事システムの一
部が機能不全を起こしている，又は，学園の環境に
適合していない可能性がある。それらが職員の能力
発揮の妨げの要因となるばかりか，大学経営陣や制
度に対する不信感を生むのである。
また，職員評価の慎重意見は，「職員評価と賃金

の連動」及び人材マネジメントに関する研究会が分
析した成果主義のマイナスの影響に対する懸念が大
きく関わるように思える。この点は，Ⅳの成果主義
の部分で後述するが，システムの特性が大学の人事
制度に適合しにくいため，安直に職員評価と賃金の
連動を行うべきではない。三島は，｢職員評価と基
本賃金の連動は，看過できない多くの問題を含む （注
19）｣ と述べている。ただし，職員評価を全て否定す
ることではなく，何らかの方法で人事政策への活用
を考察すべきではないか。
これに関連し，冒頭に ｢私立大学の職員評価は，
広く浸透していない｣と述べた。しかし，人事グルー
プの調査（2004 年）は 11.3%，NRI の調査（2005
年）は 2.0 ～ 28.7%，SANNOの調査（2006 年）
は 40.9% と着実に増加している。これらは，調査
内容や手法が異なるため，単純に比較できないが，
多くの私立大学で職員評価の導入や検討が行われて
いる。
ところで，職員評価の非導入校である A学園の
課題を示すことにより，職員能力が発揮できない原
因を考えたい（注20）。同学園は，短大と高校を設置す
る法人であり，学生・生徒数約二千名の学校である。
事務職員は 20 名在職している。同学園は，創立以
来，年功序列型制度である。同学園の人事制度の課
題は，次の点がある。｢①個人と部門共に業績評価
が実施されておらず，全体的にモチベーションが低
い。また，業務執行の評価や反映がなく，不平等感
を持つ職員がいる｣ ｢A 学園の職員は，業務の複雑
化・高度化にもかかわらず，目標管理がないため，
達成度の設定や確認が曖昧である｣。①は，Ⅱで紹
介した慶應義塾が人事改革以前に陥った「組織活性
化の低下，考える力の弱体化等，人材が育ちにくい
仕事環境」に類似する。これは，職員の能力を引き
出せていない事例といえよう。
A学園の人事改革を考慮した場合，職員評価が能

力開発の契機となり，職員に業務上のインセンティ
ブを与えることや適材適所の模索，人材育成への効
果は，職員と学園双方にとって有益ではないか。職
員評価導入の検討には，綿密な現状分析と適正な各
学園に応じた制度設計の構築が必要だが，人事制度
改善の契機となる効果が期待できる。

Ⅳ 大学人事制度における新しい制度設計

1. 成果主義制度及び職能資格制度の導入について

以上の検討を踏まえ，私立大学における人事制度
の在り方を考察したい。
第一に，大学職員への成果主義の導入は，困難で
あると考える。その理由は，その効果に懐疑性があ
ること，評価方法の妥当性の検討が十分でないこと
が挙げられる。成果主義は，大学という公共性の高
い事業体において，馴染みにくい。教育をサービス
業の観点だけみれば，業務の効率性や人件費抑制な
どの効果が期待できる部分があろう。大学の場合，
それ以上にⅡの 4. でみた組織力の低下やモチベー
ションの低下などのマイナス要素が大きいと思われ
る。例えば，教育現場において，スタッフが競争意
識を持つこと，短期的に業務の効果や成果を追及す
る性格に合わない。さらに現実問題として，成果や
評価を賃金へ連動させることに対し，否定的な意見
や慎重論が多く，導入には異議の噴出が予想される。
ただし，筆者は成果主義を全面的に否定しない。
職員評価を全面的に賃金に反映させるのではなく，
人材育成や能力開発に重点を置いた制度設計や何ら
かの処遇面を対応として位置付けるシステムも考え
られるのではないか。Ⅱの 1. で検討した通り，職
員評価は，人材育成や能力開発，適正な配置などの
点で効果が確認された。また，清水がいうように，
成果主義を事業成長のための人事組織構築の手段と
することも一考に価する（注21）。あるいは，｢年功と
能力を半々にする｣ ｢年功に能力を少し加える｣ な
どの工夫を凝らす余地もあろう。
第二に，職能資格制度の導入は，導入校の成果を

分析した上で検討を重ねる必要がある。Ⅱでみたよ
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うに，一部の大学では，既に能力主義への土壌が出
来ており，人事考課が定着している。同制度がうま
く活用される前提として，導入校の環境 ( 例えば，
制度を有効に機能させるシステム設計 ) や学園風
土，職員の受け入れ態勢の整備が大きく影響する。
ただし，制度を有効に機能させるシステム設計が
不可欠である。その前提として，①全教職員に職員
評価の目的や活用方法が明示され，理解が得られて
いる，②評価システムが学園の風土に合致してい
る，③適正な処遇制度が整備されていることなどが
条件となる。
それでは，どのような制度設計が望ましいのか。
櫛田は，今後の大学職員の評価制度として，「①ポ
スト配分が目的の「あら探し型」評価からの脱却，
② 「標準型」職員よりも「得意技型」職員の発掘，
③ 大学の「価値＝個性」を担う職員の具体的人物

像，④ 独自のコンピテンシーに基づく職員評価シ
ステムの構築」と述べた（注22）。制度の方向性として，
若年層 =能力の育成の重視，中堅層 =高度な能力
開発・発揮の重視，管理職層 =成果・業績重視な
どのように，キャリア段階の進展に伴いアウトプッ
トを重視する方法が望ましい。

2. 大学人事制度における新しい人事制度

成果主義制度は，人材マネジメントに関する研究
会の報告書でみた通り，多くの課題が指摘されてい
る。さらに，同制度が教育現場に馴染みにくい制度
であることも指摘した。
しかし，職員評価を処遇面の対応として位置付け

た場合，活用の可能性がある。

図 4．新しい職員評価制度のイメージ（注 23）
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以上を踏まえ，大学における新たな人事制度を考
えたい。図 4は，人事制度の基本理念に基づく人
事システムであり，研修制度及び目標管理制度を職
員評価に反映させた包括的制度である。つまり，複
数制度により構成され，各制度が有機的に関係して
機能する。
まず，｢①人事制度の基本理念｣ は，｢チーム力の
向上（事務組織の機能強化を図ることにより，組織
目標の達成を目指す）｣，｢モチベーション（仕事に
対する動機付けを喚起する）｣，｢インセンティブの
確保（職員の能力や実績，貢献度を重視した人事評
価制度により，公正な処遇を図る）｣ を基本とした
人事制度を趣旨とする（注24）。その手法として，｢②
研修制度｣，｢③目標管理制度｣，｢④人事配置｣，｢⑤
人事評価制度｣，｢⑦処遇｣ を柱とする。②～④は育
成，⑤は評価，⑦は給与制度の機能を持つ。以下，
各制度の機能と役割を説明する。｢②研修制度｣は，
SDなどの研修制度（育成制度）や各職場のOJT，
OFF JT，自己啓発援助制度などを形成する制度で
あり，｢①人事制度の基本理念｣ を具現化させる職
員養成機能を持つ。｢③目標管理制度｣ は，職務基
準（職務区分ごとの役割）を基準とし，各部署の目
標に従って職員個人の業務目標を上司と部下の面談
により決定し，その目標を共有する。事務組織の目
標は，部長・課長・課員にブレークダウンされる。
目標管理の方法は，上司と部下で目標管理シート（業
務課題を挙げ，業務目標や遂行方法・手段を記述し
たもの）を作成し管理する形態が望ましい。例えば，
｢業務の成果｣，｢業務の進め方｣，｢改善・工夫｣ な
どの項目に関する評価の実施が考えられる。重要な
ことは，同制度が職員個人やチームの能力を伸ば
し，さらに他の人事制度にうまくフィードバックさ
れるシステムでなければならない。また，｢期初（目
標設定）｣→｢期中（中間レビュー）｣→｢期末（評価）
｣ のように，段階的に実施することが実効性を高め
るために効果的である。｢④人事配置｣は，異動基準，
教育的配置，キャリアパスなどのローテーション制
度を通じて職員の適正配置を図る。｢⑤人事評価制
度｣ のねらいは，人事評価を昇給などの処遇に反映
させることにより，職員の意欲向上と組織と個人の
成果向上を目指すものである。評価要素には，｢協

調性，積極性，規律性，責任性｣ などの基本的能力
に加え，｢技能，専門知識，創意工夫，指導力，判
断力，渉外能力，理解力，計画力，自己改善力｣ な
どの業務遂行力に関わる多様な項目が考えられる。
なお，後述の ｢図 5 業務遂行プロセスと評価要素
及び評価制度｣ は，人事評価の参考となる。当該制
度の留意点として，可能な限り客観性のある方法が
望ましい。例えば，多段階評価（課長，部長，人事
部門等による段階的な評価），多面的評価（上司，
部下，同僚，教員等による評価），絶対評価（資格
基準，職務基準に沿った評価），自己評価を組合せ
る方法が考えられる。また，評価委員会を設置し，
評価結果の適格性を判断することも有効であろう。
さらに，職員個人や部署の評価成績により，表彰や
研修費（報奨金）の支給を行い，チーム力の向上や
モチベーション，インセンティブの向上を図ること
も有効であろう（⑥）。表彰は，評価成績を通じ，
業務に貢献したチームが対象となる。表彰を学園内
に公表することで，全教職員にとって，いい刺激に
なることを期待したい。チームに対する表彰は，組
織内の連帯感を醸成させる契機になろう。重要なこ
とは，学校法人が業務上，優秀な業務成績を残した
チームなどに対し，今後の活躍への期待を表すこ
とである。｢⑦処遇｣ は，給与制度 ( 基本給・賞与 )
と連動させない。この考え方は，三島の意見を引用
した（注25）。
以上は，教育事業に携わる職員の業務の特質に鑑

み，人的資源の開発及び適正な人事管理，業務の活
性化に有効な制度と考える。望まれる効果は，職員
が自発的に業務改善のための考察を行い，行動する
転機となる可能性がある。ただし，職員評価制度は，
職員への納得性，説得性が求められる。また，評価
者育成方法の検討や若年層，中堅層など段階的に応
じた柔軟な制度設計を加味すべきである。最終目的
は，教育目標の達成や，その基盤となる組織力や運
営機能の向上を目指す。職員評価により，人材育成
や能力開発のための研修制度に活用すること，部門
や個人別の目標管理の設定に活用する。ただし，職
員評価のリターンを個人とチームの能力開発にも求
める点では，一般的な成果主義制度と異なる。
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図 5は，人事評価の一手法である。①潜在能力・
労働意欲（インプット），②職務行動・仕事（スルー
プット），③業績（アウトプット）に分類できる。
人事考課は，評価要素，評価方法，評価結果の活用
方法について，複数の要素を最適な形に組合せる必
要がある。　
当該制度は，Ⅲで紹介した A学園やこれから人
事改革に取り組もうとする学園が導入を検討する価
値があろう。今後の課題として，非正規職員の役割
を考慮すると，本来なら対象とすべきだが，先ずは
専任職員の制度設計を構築することが急務である。

小括

本稿は，近年の大学経営の環境変化を踏まえ，大
学職員の評価の必要性を考察した。
その展開として，大学職員の役割を論及し，先行
研究を紹介した上で課題点を示した。以上の検討結
果より，大学における新しい人事制度の方向性を導
き出した。同制度が実現に至り，事務機能の向上に
結びつき，結果的に教育サービスの向上の還元に資
することが望ましい。しかし，現段階では，具体的
な制度設計を提示するまでには至らなかった。従っ
て，本稿は中間報告の位置づけとして，引続き当該
課題の検討を重ねたい。今後の展開として，筆者が

調査主体となって大学の人事・総務等の担当者を対
象とした職員評価に関する調査を実施したい。現状
の職員評価の実情把握に加え，本稿で挙げた課題を
検証することが可能になる。また，職員評価に対す
る各学校担当者の意見や捉え方も研究の参考になろ
う。そのことが新しい人事制度の方向性を具現化す
るプロセスの一つとなる。
ところで，取りまとめにおいて，次の所感を持っ

た。人事制度の改革事例では，企業，大学を問わず，
労使間で激しいやり取りを経て導入されたものがあ
る。優れた制度であっても，経営者が従業員にその
仕組みを納得させ，理解を得なければ不満は残る。
人事グループが実施した調査の ｢大学（法人）が設
定する ｢人事政策に係るミッション｣ は，大学構成
員に明確になっていますか｣ の質問に対し，｢はい
｣ は 18 校（22.5%），｢よくわからない｣ は 26 校
（32.5%）だった（注27）。職員の立場からすると，透
明性のない人事制度の導入は受け難い。労使双方が
納得できる制度設計を構築することは，相当な時間
と労力を要する。
企業の人事制度においては，能力主義や成果主義

の改革が模索されている。一方，国家・地方公務員
においても，新たな人事制度の取り組みが検討され
ている。私立大学においても，人事考課改革の具体
像の検討が望まれる。また，職員評価の研究は，ケー
ス・スタディ，設置者別（国立大学法人と私立大学）

図 5．業務遂行プロセスと評価要素及び評価制度の例（注 26）
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又は規模別の導入成果と相違点など，多角的な視点
で捉える手法が考えられる。大学職員の能力を適正
に評価し，大学再生や活性化に役立てるための評価
手段について，学術的にも，さらに議論を重ねる必
要がある。
繰り返すが，大学改革の必要性が叫ばれる中，大
学職員の在り方が注目される。与えられた仕事をこ
なすだけでなく，業務改善や問題解決の対策を考
え，自ら発信する能力を持つ人材が大学運営の原動
力となる。例えば，業務の効率性を向上させたり，
外部機関との渉外を実践するネゴシエーター能力を
持つ職員などである。職員評価は，大学を取巻く経
営環境は変革期を迎えている状況を勘案すると，早
期に検討すべき課題ではないか。
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